
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

私立保育所等物価高騰対策支援補
助金

①食料品価格高騰の影響を受けている私立保育所等に対
し、負担軽減を図り、適切で質の高いサービスが提供され
るよう支援する。
②補助金
③児童１名当たり４千９百円×390名＝1,911,000円
　（交付金充当額1,500千円、一般財源411千円）
④市内私立保育所等

R7.9 R8.2

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八幡平市障がい福祉サービス事業所
等等物価高騰対策支援補助金

①食料品価格等の高騰の影響を受けている障がい福祉
サービス施設等を対象として、負担軽減を図り、適切で質
の高いサービスが安定的に提供されるよう支援する。
②補助金
③入所系サービス　定員１名あたり10千円×86名＝860千
円
通所系サービス　１事業所あたり90千円×11事業所＝990
千円
訪問・相談系サービス　１事業所あたり30千円×8事業所
＝240千円
　（交付金充当額1,700千円、一般財源390千円）
④市内に所在する入所系施設、事業所を運営している法
人等

R7.9 R8.2

3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八幡平市介護福祉サービス事業所等
物価高騰対策支援補助金

①食料品価格等の高騰の影響を受けている介護サービス
施設等を対象として、負担軽減を図り、適切で質の高い
サービスが安定的に提供されるよう支援する。
②補助金
③入所系サービス　定員１名あたり10千円×721名＝7,210
千円
通所系サービス　１事業所あたり100千円×15事業所＝
1,500千円
訪問・相談系サービス　１事業所あたり30千円×17事業所
＝510千円
　（交付金充当額9,000千円、一般財源220千円）
④市内に所在する入所系施設、事業所を運営している法
人等

R7.9 R8.2

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食費保護者負担軽減事業

①賄材料費のうち、物価高騰により学校給食費を超過する
部分に補填することで、現在の学校給食費を据え置き、保
護者負担の増加を防止する。
②賄材料費に充当
③学校給食費　66,848千円-賄材料費78,094千円＝△
11,246千円
　概算額　11,246千円
　（交付金充当額1,024千円、一般財源10,222千円）
④市内小中学生の保護者

R7.4 R8.3

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八幡平市学童保育クラブ物価高騰対
策臨時措置事業

①物価高騰の影響を受けている学童保育クラブへ支援を
行うことにより、施設が提供するサービス等を維持するも
の。
②指定管理料の増額
③登録児童１名あたり2,400円×500名＝1,200千円
　（交付金充当額1,000千円、一般財源200千円）
④学童保育クラブの指定管理者

R7.9 R8.2

6

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

八幡平市医療施設等物価高騰対策
支援補助金

①食料品価格等の高騰の影響を受けている医療施設等を
対象として、負担軽減を図り、適切で質の高いサービスが
安定的に提供されるよう支援する。
②補助金
③民間病院　1床あたり10千円×150床＝1,500千円
　（交付金充当額1,300千円、一般財源200千円）
④市内に所在する医療施設、事業所を運営する法人等

R7.9 R8.2
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